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大西先生

1 相談予約

(1) 概要の聴取
(2) 持参資料等の指示

(1) 概要の聴取

◆相談までの聴取事項
任意売却の相談では、相談者が、住宅ローンの負担や競売手続が実行されたことに

より、当初から任意売却の手段を選択して相談することもありますが、当初は、事業

の不振による再建や破産、多重債務の返済の相談を希望し、その相談の中で、任意売

却という手段が選択されるという相談事例も多く存在します。

相談の予約の段階で、相談者が任意売却の相談を希望している場合は、何らかのき

っかけがあると思われます。相談を希望するに至った事情を聴取しておくと、その事

情により相談時期（競売手続が開始されているなど急を要する事案かどうか）、相談の

検討事項（事業の再生か、他の債権の債務整理を視野に入れて相談をするべきかどう

か）など相談のポイントを大まかに把握できるため、相談の予約時に聴取しておくと

よいでしょう。

◆任意売却の方法を希望せず相談の予約を申し込んでいる場合
また、破産手続、再生手続、任意整理など、任意売却の方法を希望せず相談の予約

を申し込んでいる場合であっても、負債の問題の相談を進めていく上で、不動産があ

れば、任意売却を含め不動産の処理方法を検討することになります。かかる相談事項

であっても、財産の有無の大まかな確認の中で不動産を所有しているかどうかの事情

については、予約の段階で聴取しておくべきと思われます。

債権者と利益相反の関係があれば、受任できない事件となります。相談の予約の段

階においても、対象不動産、債務者、相談者と抵当権設定者との関係、抵当権者、相

談者の債務、連帯保証人などの当該相談に係る基本的な事項については、聴取してお

くことが必要です。
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(2) 持参資料等の指示

◆相談に必要な事項とその資料
相談では、①対象不動産とその価値の把握、②被担保債権の債権者及び債務者、③

被担保債権の債権額、種類、④相談者と抵当権設定者との関係、⑤抵当権者の状況、
⑥連帯保証人との関係などの事項について対象不動産の現状を把握する必要がありま
す。それぞれ以下のような資料で確認できるため、相談者において相談時に持参いた
だくよう指示されるとよいでしょう。

確認事項 確認するべき資料

①

対象不動産の把握 不動産登記簿（全部事項証明書）、物件の写真、図面等

対象不動産の価値 固定資産評価証明書、不動産業者の査定書、管理費や固定資産税
等の滞納がある場合は滞納額が分かる資料等

②

債権者の把握 金銭消費貸借契約書、連帯保証書等の契約書などの契約書類、全
部事項証明書の乙区欄の記載、代位弁済の通知書等

債務者の把握 金銭消費貸借契約書、連帯保証書等の契約書などの契約書類、全
部事項証明書の乙区欄の記載等

③
被担保債権の債権
額

契約書類、全部事項証明書の乙区欄の記載、領収書や支払状況確
認書などの残債務が確認できる書類

④
所有者・抵当権設
定者の把握

不動産登記簿（全部事項証明書）

⑤
抵当権者の状況 全部事項証明書の乙区欄の記載、債権に関する通知書類、代位弁

済の通知書、不動産競売申立書ほか、競売手続の書類等

⑥ 連帯保証人の把握 連帯保証書等の契約書、債権者からの通知書等

なお、以上の基本事項の確認資料の他に、個別の事情に合わせた資料も持参するよ
う指示しておく必要があります。不動産の被担保債権の把握だけでは、任意売却の手
段が相談者の債務解消の解決方法として適切であるかどうかについて判断できないか
らです。
例えば、相談者が事業者で、不動産が事業にとって必要不可欠のものであれば、不

動産の売却をせずに、任意整理や事業再生の方法をとることができないかを検討する
必要があり、負債の原因となった事業の状況を示す決算書等の資料を持参いただいた
上で、相談をする必要があります。
また、個人の多重債務者の場合、過払金の回収などにより不動産を売却することな

く任意整理の方法で解決する可能性もあり、この場合、相談者の全ての債権者と債権
額を把握できるその他の資料（領収書や支払明細書）などを持参いただくよう指示す
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る必要があります。
また、破産手続に至る場合は、不動産価格の相当性などが厳格に要求されますので、

申立て前に任意売却の手段をとることが適切かどうかについて判断しなければなりま
せん。そのため、任意売却の相談の契機となっている事情に応じて、関連する資料に
ついては広く持参するよう指示しておくのがよいでしょう。

ケーススタディ

Ｑ 指示した資料がそろわないと言われた場合、相談の予約を延期すべきか。

Ａ 任意売却をするかどうかの相談においては、上記記載の基本事項を確定して、
現在の債権額、評価額、債権者の意向などを検討して判断する必要があり、基本
事項の把握ができないまま、適切な回答を出すことは困難です。
しかし、任意売却を行うためには、買主候補者を見つけて、関係者との協議、

調整を図る必要があり、債務が支払えない状況が続くと抵当権者が競売の手段を
とってしまえば、時間的に任意売却の手段を選択できないおそれがあり、早期に
相談を行う必要性が高い事案であるといえます。
そこで、基本資料のうち特に重要な資料をそろえてもらい、入手できない一定

の資料については、代替的な資料や内容が分かるメモなどを作成してもらうなど
の方法で、早期に相談日程を入れるのがよいでしょう。

2 事情聴取

(1) 相談者からの聴取事項
(2) 持参資料等の検討
(3) 関係者の意向検討

(1) 相談者からの聴取事項

◆任意売却の方針の選択に必要な聴取事項
抵当権付不動産の任意売却は、不動産競売等の法的手続によらずに所有者に売却さ
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せた売買代金から抵当権者等の利害関係人が債権を回収して、抵当権等を解除する手
続です。任意売却は、通常、①所有者が買主から売買代金を受領、②受領した代金を
弁済として回収、③弁済金の引換えに抵当権抹消登記手続に必要な書類を交付、所有
者から所有権移転登記手続に必要な書類とともに買主に交付する手続を同時に決済す
ることで行われます。
任意売却を行うためには、所有者である売主、買主となる買受人、抵当権者等の利

害関係人の全員が売却時期、売却金額、売買代金の配分の方法等に合意して手続を進
めていく必要があります。
そのため、任意売却の手段選択に当たって、任意売却の相談を受けた弁護士等の専

門家は、所有者、買受人、抵当権者等の利害関係人全員の同意という条件がそろう可
能性があるか、物件や権利関係から任意売却を妨げる障害があるかどうか、障害があ
る場合は、障害についての対応方法はあるか等について検討する必要があります。
そのうち、相談者からは、次の事項の事情を中心として聴取しつつ、今後の方針を

決定していくことになります。
ア 所有者の協力に関する確認事項
任意売却を行うに当たっては、売却に関する所有者の同意は必須の要件となります。

また、不動産の任意の明渡しが必要となるため、不動産の占有関係の把握も必要とな
ります。
相談者が抵当権等の担保の設定されている不動産の所有者で、債権者に対して債務

全額を負担する債務者や連帯保証人等である場合は、不動産競売手続よりも任意売却
による方が、売買価格が高くなる傾向にあり、自己の債務の負担が軽減するため、任
意売却について、所有者の積極的な協力を得ることは容易といえます。
一方、所有者が物上保証人や不動産の第三取得者の場合は、債権全額について負担

しているものではなく、競売という方法を回避したいというよりも、不動産を失うこ
とを回避したいという意識を持っているため、任意売却の方法には強い関心を持たな
いという点に注意しておく必要があります。これらの者も競売という方法で所有権を
失うことを避けたいという希望を持っていることが多く、この点の理解を求めて手続
に同意してもらうことが必要となります。
また、担保のついた不動産が生活の本拠となっている場合に、任意売却による方法

で早期に高額な価格での売却が可能であれば、売買代金の一部を立退費用に充てるな
どの条件を盛り込んで交渉しなければならない事情もあるため、相談者から所有者に
関する事情を聴取しておく必要があります。
イ 買受人に関する確認事項
任意売却の手続は、利害関係人の全員の同意により進めなければなりませんが、こ
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権利部（乙区）には、不動産に設定された抵当権・根抵当権・質権・地上権・賃借
権等担保権や用益権に関する情報が記載されています。現在不動産に対して設定され
た担保権者が誰なのか、当初債権額はいかほどか、対抗力のある担保権者は何人存在
しているか、賃借権者・地上権者等用益権者が誰なのか等は、当該権利部（乙区）に
記載された登記情報を確認することによって行います。

アドバイス

〇不動産登記事項証明書において確認しておくべきポイント
① 差押登記が入っている場合は、登記原因の記載から、差押えが担保権者の競売開始
決定によるものか、固定資産税等の滞納による市の差押えによるものか等が判別でき
ます。この情報を得ておくことによって、任意売却の中で必要な打合せ先や内容を検
討・把握しておくことができます。
② 抵当権等担保登記がある場合は、登記情報は必ず共同担保目録付で請求し取得して
おくことが重要です。共同担保目録の内容から、対象物件の前面道路持分等担保対象
物が他に存在する等の情報が得られます。しかしながら、必ずしも抵当権者等担保権
者が対象物件とそれに附随する前面道路持分等を漏れなく担保取得しているとは限り
ません。担保権者が担保取得を漏らしている可能性も「0」（ゼロ）ではありません。
登記情報以外に法務局情報として取得できる、公図や地積測量図、建物図面といっ
た資料と併せて確認しておくことで、対象物件の漏れを防ぐことができます。

〇各種不動産における問題点の把握と解決
(1) 共有物件の場合の留意点
共有不動産を売却するには、共有者全員の売却意思と手続協力が必要になります。

第２章 調査・検討
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権利部（乙区） （所有権以外の権利に関する事項）

順位番号 登記の目的 受付年月日・受付番号 権利者その他の事項

１ 抵当権設定 令和●●年●●月●●日
第●●●●号

原因 令和●●年●●月●●日
●●●●●

債権額 金●●●●万円
利息 年●●％（年365日日割計

算）
損害金 年●●％（年365日日割

計算）
債務者 ●●市●●区●●町●丁

目●
●●●●

抵当権者 ●●市●●区●●町●
丁目●
株式会社●●銀行

共同担保 目録(あ)第●●●号

抵当権者の表示か
ら担保債権者が誰
か分かり、共同担
保目録が存在して
いることから、共
同担保目録を取得
すれば、他の担保
対象不動産が判明
することが分かり
ます。
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身近な人間で生活を共にしている等、売却意思の統一が図りやすく、手続協力も得ら
れやすいという場合は問題ありませんが、全くの第三者や険悪な仲になっている者と共
有になってしまっている場合は、共有者の売却意思があるかどうかの確認や手続協力へ
の意思があるかどうかについて確認したり、交渉したりと、一定の労力と時間を要する
場合があります。
また、共有者が認知症等で意思能力を失ってしまっている場合は、成年後見の申立て
を検討しなければ任意売却を進めることができません。
共有者が行方不明である場合は、不在者財産管理人選任の申立てを検討する必要があ
ります。
共有物件については、共有者が誰なのか、任意売却を希望する一方の共有者とどんな
関係なのか、意思能力の有無や行方不明となっていないかを初期の段階で確認しておく
必要があります。
(2) 区分所有マンションの場合の留意点
任意売却対象不動産が区分所有マンションの場合は、延滞管理費や延滞修繕積立金が
諸費用として控除されることに留意しましょう。
また、管理規約に水道料金、駐車場使用料等を特定承継人に承継させる旨が記載され
ている場合も多く、この場合には特定承継人に引き継がれる費用については任意売却代
金で精算することが一般的です。
未払の管理費や修繕積立金の有無、管理規約の内容を確認した上で管理規約上買主に
承継される費用の有無を調査しておくことが重要です。
区分所有マンションの場合は、駐車場に関する権利の承継についても規約をよく確認
しておきましょう。従前所有者が駐車場に関する権利を持っていても、新所有者に当然
引き継がれるとは限りません。
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第２ 利害関係人との交渉・合意
⿥フローチャート～利害関係人との交渉・合意⿦

配分案の作成1

利害関係人（占有者・保証人・後順位抵当権
者）との交渉

2

その他関係人の許可等3

租税滞納処分による差押えの解除4

破産管財人による担保権消滅請求等の申立て5

最終合意・取引日等打合せ6

占有者の立退き7

当事者の譲歩のポイント

合意書の作成

※法定地上権が成立する場合、共同抵当物件の一部を任意売却す
　る場合は売却価格・配分方法の検討、占有者への立退料の検討、
　破産管財人への財団組入額の検討　等

第３章 任意売却の準備・実行
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1 配分案の作成

(1) 売却方法の決定
(2) 法定地上権が成立する場合
(3) 共同抵当物件の一部を任意売却する場合
(4) 後順位抵当権者の解除料等の検討
(5) 占有者への立退料の検討
(6) 破産管財人への財団組入額の検討

(1) 売却方法の決定

◆決定における抵当権者の利害関係
前掲第１ 1 で述べたように、売却方法、最低売却価格は決定されるべきです。この

際、抵当権者の利害は、任意売却と競売の各手続における配当可能性によって、区分

けされます。

つまり、いずれの手続によっても配当を得られる先順位抵当権者は、どちらの手続

でも構わないわけですから、一定期間は任意売却に協力するものの、迅速に売却でき

ないと思えば、競売を申し立てる立場にあります。

次に競売で配当を得られないが任意売却なら配当を得られそうな、いわば、ボーダ

ーライン上の抵当権者は最も熱心に任意売却に動くはずですし、それを期待されてよ

い立場にあります。

さらに、いずれの手続によっても配当を得られない後順位抵当権者は、競売よりも

担保解除料の得られる任意売却の方がよいと考え、任意売却に協力する立場にありま

す。

◆経 費
競売における共益費用の場合と同様に、任意売却の売却代金から合意により当該任

意売却のために要した費用として配当前に控除される余地のあるものの要件として

は、次のいずれかに当たることを要すると考えられます。

① 担保不動産の維持保全費用

第３章 任意売却の準備・実行
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【参考書式6】不動産売買契約書（担保権消滅許可用）

不動産売買契約書（担保権消滅許可用)

破産者〇〇〇〇破産管財人弁護士〇〇〇〇を売主、株式会社〇〇〇〇を買主として､

本日、別紙物件目録記載の不動産（以下「本件不動産」という。）を、以下の約定に従っ

て売買することとし、売買契約（以下「本件売買契約」という。）を締結する。

（売買の方法及び効力）

第１条 売主及び買主は、破産法第7章第2節（第186条ないし第191条）に定める担保権

消滅の手続を利用して本件不動産を売買すること、及び本件売買契約は、破産法第189

条第1項の担保権消滅許可決定の確定を停止条件として効力を生ずることを確認する。

２ 売主は、本件売買契約締結後、速やかに裁判所に対し､本件売買契約書に添付の担保

権消滅許可申立書（以下「本件許可申立書」という。）のとおり、破産法第186条に基

づく担保権消滅許可の申立て（以下「本件許可申立て」という。）を行う。

（売買代金の額）

第２条 本件不動産の売買代金の額は、総額2000万円とする。

２ 売主及び買主は、本件売買契約の締結及び履行のために要する下記売主側の費用の

一切を買主の負担とすることに合意する。

売主側の費用

① 売買契約書印紙代 金1万円

② 売主側司法書士費用 金4万円

③ 売主側固定資産税等負担金 金8万3700円

④ 売主側管理費等負担金 金8万8754円

⑤ 売主側仲介手数料（消費税含） 金72万6000円

合 計 金94万8454円

３ 売主及び買主は、本件売買契約に関する破産法第186条第1項第1号に規定される売

得金及びそのうちの組入金の金額を、次のとおり合意する。

売得金1905万1546円 うち組入金100万円

（売買の対象）

第３条 本件売買契約における本件不動産の面積、構造等は、別紙物件目録記載の面積、

構造等によるものとし、売主及び買主は、本件不動産の実測面積、実際の構造等が同
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目録と相違しても、売買代金の増減その他の一切の請求をしない。

（売買代金の支払方法）
第４条 買主は、本件許可申立てに対し、破産法第189条第1項第1号に基づく売却の相手
方を買主とする担保権消滅許可決定（以下「本件許可決定」という。）がされ、それが
確定したときは、裁判所の定める期限までに、裁判所に対して金1805万1546円を納付
する（以下「金銭の納付」という。）とともに、売主に対し、売主側の費用合計額金94
万8454円及び組入金の100万円の合計額、金194万8454円を支払う（以下これらの支払
と金銭の納付を併せて「金銭の納付等」という。）。
２ 買主が裁判所に対して納付した金銭は、金銭の納付と同時に本件売買代金に充当す
る。

（所有権の移転）
第５条 本件不動産の所有権は、買主が金銭の納付等をしたときに、買主に移転する。

（登記手続）
第６条 売主は、買主に対し、買主が金銭の納付等をしたときは、速やかに本件不動産
につき、金銭の納付した日を売買の日とする所有権移転登記手続をするものとし、所
有権移転登記手続に必要な一切の書類を買主に交付する。
２ 前項の所有権移転登記手続に要する登録免許税その他の費用は、買主の負担とする。

（引渡し）
第７条 売主は、買主に対し、買主が金銭の納付等をしたときは、直ちに本件不動産を
引き渡す。
２ 売主は、買主に対し、本件不動産を現状有姿で引き渡すとともに、本件不動産に存
する什器備品その他の一切の動産類についてその所有権を譲渡し、買主がこれらを処
分することを承諾する。
３ 本件不動産の管理責任は、第1項に定める引渡しをもって売主から買主に移転する
ものとし、以後買主は自己の責任と負担において本件不動産を管理する。

（危険負担及び契約不適合責任）
第８条 本件売買契約締結から本件不動産の引渡しまでに、天災地変その他の当事者の
責に帰することのできない事由により、本件不動産が滅失し、又は重大な毀損が生じ
たときは、買主は本件売買契約を解除することができる。
２ 前項の場合を除き、買主は、売主に対し、契約不適合を理由とする追完請求、代金
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